企業がイノベーティブ組織化するためのデベロッパとの補完関係構築の制度と評価 by 山下 洋海

















[Christensen, Dyer, Greger, 2012]はイノベーションを起こすために重要とされている５つの重要なスキルが存在する
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ー企業や IT 企業の異業種参入、それに対抗する非 IT 企業のデジタルシフト。このような構図がデジタル化、デジタルイノ
ベーションを活発にしている。 
例えば、製造業、建設、医療といった非 IT 業界の IT 分野への進出を見てみると、建設メーカーであるコマツは
KOMTRAX（コムトラックス）3というサービスを展開している。KOMTRAX は機械稼働管理システムで、どこの建機があり、
燃料や稼働時間などが送信され、それらのデータから部品交換時期や稼働効率の提案などを行っている。医療現場にお
いても遠隔地から手術を可能にした Intuitive Surgical 社の da Vinci4が製品化されている。 
既存サービスをデジタル化することで業界構造に変化をもたらすデジタル・ディスラプター5の存在も大きい。オンライン薬局
PillPack6は薬剤師とデベロッパが立ち上げた米国スタートアップ企業である。米国では処方薬は 1 錠ずつ小分けされてお
らず、種類ごとに 1 つの容器にまとめて入れられることが多く、患者はこの管理が非常に困難であった。PillPack では、利用
                                                   
1 ICT を活用して交通をクラウド化し、公共交通か否か、またその運営主体にかかわらず、マイカー以外のすべての交通手段によるモビリ
ティ（移動）を 1 つのサービスとしてとらえ、シームレスにつなぐ新たな「移動」の概念。 [露木, 2018] 
2「シェアリング・エコノミー」とは、典型的には個人が保有する遊休資産（スキルのような無形のものも含む）の貸出しを仲介するサービス
であり、貸主は遊休資産の活用による収入、借主は所有することなく利用ができるサービス。 [総務省, 2015] 
3コマツが開発した建設機械の情報を遠隔で確認するためのシステム [坂根, 2013] 
4 アメリカ合衆国カリフォルニア州のサニーベールに本社を置く手術ロボット製造会社。 [菅野, 2019] 
5デジタル時代における創造的破壊者 
6 2013 年に創業したオンライン薬局の米国スタートアップ企業。 
 
















1.1.2 DX、2025 年の壁 
デジタル・ディスラプターの脅威以外にもデジタルトランスフォーメーション(DX)、2025 年の壁という問題もある。DX とは
2004 年にスウェーデンのウメオ大学のエリック・ストルターマン教授によって提唱された概念であり、 [経済産業省, 2019]








なければ日本企業は市場競争の敗者となり、DX が進まないと最大で年間 12 兆円もの経済
損失が生まれる”” 
という危機感を抱いている。DX レポートによれば基幹系システム 21 年以上の企業が 2025 年までに 6 割を占める。
企業が保有するシステムは老朽化し、レガシーコードに対応できる技術者は減少。技術負債を抱えたままの状態であれば、
                                                   
7法人向け及び個人向けの名刺管理サービスを提供する日本の株式会社。 
8インターネットによる印刷・広告のシェアリングプラットフォーム「ラクスル」や物流のシェアリングプラットフォーム「ハコベル」を運営。 




図 １-1 2025 年の壁のシナリオ 




報処理推進機構, 2017]IT 人材白書 2017 によると、システム開発の内製化は 28％となり、約 7 割近くがシステム開
発をアウトソースしている。過半数以上の企業がシステム開発をアウトソースしている理由としては、外部の専門ノウハウの
活用ができ、専門性の高さ故に効率性の面から、自社で個別にその業務を行うよりも人員確保や設備投資などのコストを











                                                   
9 製造業の生産ラインや開発部門で必要とされる FA 事業、金型用の精密機械部品事業、同社ブランド以外の他社商品も扱う
VONA の 3 事業を主とし、FA と金型用部品専門商社の株式会社ミスミが中核とする機械加工製品の販売などを行う持株会社 
10 紙カタログとして存在した中間生産財通販を 2010 年に WEB 化した e コマース「VONA」をリリース 































                                                   

















図 １-2 非 IT 企業がデジタル化時代に対応すべきルート 
 




1 点目は非 IT 企業がデジタルイノベーションに挑むために必要な技術力の補完である。 [Christensen, Dyer, 
Greger, 2012]は破壊的イノベーターは「関連づける力」「質問力」「観察力」「実験力」「ネットワーク力」の 5 つのスキルを
備えていなければならないと示している。この５つの発見力をすべて兼ね備えることでイノベーティブな変革リーダーへの近道
























タルナレッジを蓄積してデジタルイノベーティブな組織を目指すげきかを 4 章で結論づける。 
  














[Christensen, Dyer, Greger, 2012]は破壊的イノベーターは「関連づける力」「質問力」「観察力」「実験力」「ネッ
トワーク力」の 5 つのスキルを持ち合わせていると述べている。この調査はイノベ―ティブな企業、新製品を開発した 3500
人が対象となっており、IT 領域に限っていない。IT 領域ではジェフ・ベゾス(amazon)、マイケル・デル（DELL)、マイケル・
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Lean 開発14であり、システム開発力が要となる。非 IT 企業はこの「実験力」であるシステム開発をアウトソーシングするケ
ースが多い。なぜなら、アウトソーシングする方がより効率的で生産性が高いからである。しかし、破壊的イノベーターに必要
とされるこの５つの能力の一つ「実験力」がアウトソーシングされることで補完性が弱くなることが懸念される。また、 

















                                                   
14 トヨタ生産方式を参考に考案された開発手法のひとつで、ムダを削減することに重点を置き、小さい規模で仮説、実装、検証を行う開
発手法。 





図 ２-2 チームの組み合わせとランキング（評価）に対する報酬 
 
Creativity score by treatment; summary statistics. 
 Closed Task:事前にゴール(正解)と制約が提示されたタスク 
 Open Task:事前にゴール(正解)と制約が提示されないないタスク 
 no ranking :ランク付けなし∧固定報酬 





報酬が一律の場合、ランク付けによる変化があるかを見てみる。ゴールが明確な Closed Task をランキングあり・なしで
比較すると一律報酬でランクあり(3.625)に対し、一律報酬だがランク付けされる方(5.075)が高くなっている。ゴールが明
確でない Open Task も同様にランクなし（4.068）に対してランクあり(5.150)と高い成果を出している。一律の支払い
しかない場合でも、ランク付けされている場合クリエイティビティスコアは高くなる結果となっている。（図 2-3） 
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事前にゴール(正解)と制約が提示されないない Open Task の比較である。ランク付けなしで固定報酬の報酬が一律
でランキングする(5.150)、ランク付けして成果報酬のトーナメント(5.079)という結果である。制約がない状態ではトーナ
メントは有効でなく、制約のない中でクリエイティビティを発揮させるには pure ranking が有効であることを示している。 
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図 ２-5 Open タスクでランキングあり、トーナメントのクリエイティビティ比較 
（引用）図 2-3,2-4,2-5 Innovative Incentive より 
[Charness Grieco, 2019]は Closed Task、Open Task に限らずお互いを評価しランクを付け合うことでクリエイテ
ィビティを発揮することを明らかにした。また、Closed Task 条件下ではランク付けを行い連動報酬の tournament がクリ
エイティビティは高く、Open Task 条件下ではランク付けを行い報酬固定がクリエイティビティを発揮することがわかった。イノ
ベーティブな活動を最大限引き出すにはメンバーの成果をお互いが評価し、ランク付けをし合うことがもっとも有効であること
を示している。企業はイノベーティブ組織を強化するために、実行するタスクが Closed か Open か理解し、Closed Task





































                                                   
15民法第 632 条 
16民法第 656 条 











計算される。あるプロジェクトが 4 人で 2 ヶ月かかり一人























図 ３-2 契約条件の制約 
図 ３-1 請負契約と準委任契約の主な流れ 


















































が加わり、お互いの利得構造は(1-c, 1+β)となる。（図 3-5）  
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「0<p⁰<p¹< p²<…pn 」と上がる。それぞれの利得に継続した場合の確率を掛けると 
2 回実行した場合の利得 
成功:p²(2-2c) =2p²-2cp²  失敗:(1-p²) (-2c)=-2c+2cP² 
期待利得:2p²-2cp²-2c+2cP²=2(p²-c) 
1 回実行した場合の利得 
成功:p¹(2-c) =2p¹-cp¹  失敗:(1-p¹)(-c)＝-c+cp¹ 
期待利得:2p¹-cp¹-c+cp¹=2p¹-c 
一度も実行しない場合の利得 
成功:2p⁰  失敗:0 
期待利得:2p⁰ 
 
図 ３-6 確率を加味した売上とコストの構造 
 
前述の展開型ゲームより、売上に占めるコスト割合を(z) , 一度も実行しない場合と 1 回実行した場合の確率差分を
Δ1(=p¹-p⁰)、1 回実行して 2 回目も実行した場合の確率差分をΔ2(=p²-p¹)と置き換えてこの条件を図示すると
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（図 3-7）のようになる。横軸は一度実行する場合と一度も実行しない場合の確率差分であるΔ¹を軸にとり、0<Δ¹≦1
の範囲になる。縦軸は 2 回実行したときと１回実行したときの確率差分であるΔ²を軸にとり、0<Δ¹≦1 の範囲になる。そ
の縦横の軸上に１回実施したときのコスト割合(z)、2 回実施したときのコスト割合(2z)を置いて、コスト割合と確率割合
を図表化したものになる。コスト割合(z)を基準にΔ¹＝z、Δ²＝z、Δ¹+Δ²=2Z で区分すると A から D の領域に区分され
ることがわかる。 
 
図 ３-7 非開発活動を行うための条件領域 
 
<D 領域> 




[Δ¹<z ∧ Δ²>z]のため、0 年→1 年、1 年→2 年の確率差分が売上に対するコスト割合よりも高いので、0 年目より
1 年、且つ１年やるより 2 年やるほうが利得が高い領域となる。 
 
<A 領域> 
[Δ¹<z]のため 0 回→1 回の確率差分Δ¹に対してコスト割合(z)が大きくなるため 1 回実行の利得は小さくなるが、 [Δ
²>z ∧ Δ¹+Δ²>2Z]のため、1→２回目の確率差分はコスト割合(z)よりも高く、0 回→2 回の確率差分Δ¹+Δ²は 2
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分がコスト割合より高いが[Δ²<z]のため 2 回目以降の実行をしなくなる。 
よって、非開発活動を継続して実行する場合の条件は 
 
[Δ²>z ∧ Δ¹+Δ²>2z] 
 
となり、1 年目でコストがかかったとしても２年目以降でコスト割合より成功確率が継続的に上回る場合の A の領域か、




 この分析結果から非開発活動を継続することで将来の企業利得が高くなる A か B の領域で企業活動できることが望
ましい。非開発活動を実行しても将来企業利得が見込めない C、D 領域にいた場合にどのようにして A、B 領域へ移行で
きるだろうか。まず、仮に 2 年後の期待売上が 10 億円
の CC 社があったとする。CC 社は一人当たり平均年収




の若しくは D 領域に入った状態である（図 3-8）。これ











図 ３-8 継続実行でするためのケース 
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場合は、専門性だけを追求した I 型スキルだけでキャリアを形成することはほぼ不可能であり、高い専門性と幅広い知識を

























DX 推進には図 3-10 に示すように３つのパターンがあり、パターンごとにベンダー依存が適しているものと、ベンダー協業で
進めなければならないものがあると述べている。17 
 
図 ３-10 デジタル化の脅威に対するユーザー企業の認識の変化 
多極化時代におけるグローバルビジネスマネジメント講義資料「デジタルトランスフォーメーション（10 回）」資料をもとに作成 
「1.既存ビジネスのシステム化」はビジネスが確立されているためシステム開発のゴールが明確である。これは 2 節で触れたタ
スクの違いによるパフォーマンスの発揮相違を示した summary statistics にある Closed Task に該当する。 
一方、「2.ビジネスモデル革新」や「3.新たな業界、ビジネスモデルの創出」はビジネスの見通し、技術的難易度など不確




によれば米国の内部 ICT 人材の割合は 65%に対し日本は 28%、実に 7 割以上が開発ベンダーに依存していることに
なる（図 3-11）。将来的には徐々に外部ベンダー比率は下がり、内部開発力が強化されていく方向に舵を切ることが予
想されるが、上記のビジネスステージによるベンダーとの関係性から見ても、まったくのゼロになることはない。よって、ベンダーロ
                                                   
17多極化時代におけるグローバルビジネスマネジメント講義資料「デジタルトランスフォーメーション（10 回）」資料より 
図 ３-9 デジタル化の脅威に対するユーザー企業の認識の変化 
「デジタル化の取り組みに関する調査」（2019 年 4 月）より抜粋

































                                                   
18グーグルをはじめとするさまざまな組織の働き方の先進事例、研究、アイデアを集めたウェブサイト。 
図 ３-11 日本と米国の情報処理・通信に携わる ICT 人材 
情報処理推進機構「IT 人材白書 2017」より抜粋





であることを述べている。 [Minor, Brook, Bernoff, 2017]は 5 年間で 154 社の研究において、組織のイノベーション
へのコミットメントと事業成⾧や利益などの財務実績の間に正の相関関係があると示し、 [Yuan Ｗoodman, 2010]は
組織のイノベーション力が⾧期的な成功を測る指標となることを明らかにしている。また、 [Reio Jr Wiswell, 2001]は好



















た、デベロッパの非開発業務から生じる会社の利得は 1 回目（短期）的にはマイナスであるが、2 回目以降（中⾧期）
では、その利得増えることを展開型ゲームを通じて明らかにした。 
また、 [Charness Grieco, 2019]の研究から、チームメンバー間でお互いを評価しランクを付けすることで固定給の




















図 ４-1 他領域のナレッジを持ったコア人材 


























最後に、この学びの機会と大切な時間を与えてくれた家族 k,m,m に、最高の感謝を伝えたい。 
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